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○ 広島県においては、全国トップレベルの市町村合併、県から市町への事務の権限移譲が
進展していることから、都道府県による補完に限らず、事務の性質や地理的条件、専門人
材の配置状況などに応じた枠組みを検討し、県・市町を通じた行政サービスの最適化を目
指している。 

○ 具体的には、既に市町に権限を移譲した事務で特に専門性が高い事務（社会福祉法人の
監査や生活衛生等）については、ノウハウの共有や専門職員の登録制度等の市町間連携の
取組を進めつつ、県は外部専門家の斡旋や研修等の支援を行っている。 

○ また、県と市町に共通する専門性が高い事務（税の徴収、行服法の第三者機関事務等）
については、共同実施したり、県が受託するなど、県と市町が連携して取り組んでいる。 

広島県における取組（県・市町を通じた行政サービスの最適化） 
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１ 市町間連携の取組 

２ 県・市町連携の取組 

○専門性が特に高い移譲事務を対象。県の支援策と併せ，新たに指定都市・中核市を中心とした市町間連携に着手。 
移譲事務 県の取組 中心市による取組 中長期的な可能性 

大店法 
[全市町で実施］ 

・実務者研修会の開催 
・有識者会議の効率運用検討 

・自らの実施事例を紹介 
・同 左 

有識者会議の共同化 

社会福祉法人の監査 
[19市町（市は法定事務）] 

・市町への外部専門家の斡旋 
・監査時に希望市町同行 

・監査時に希望市町同行 複数市町による監査業務の共同化 

生活衛生 
[14市町］ 

・市町の取組事例の提供 
・市町の立入検査に県が同行  

・立入検査時に希望市町同行 
・技術系職員のOB登録制度 

県市町共同で専門人材を確保する 
仕組づくり 

○県・市町に共通する専門性が高い事務を対象に，県と市町による連携の仕組みづくりに取り組むこととしている。 
（１）すでに実施中のもの （２）今後，新たに検討着手する分野 

○職員研修 〜ひろしま自治人材開発機構の共同設置 
○税の共同徴収 ～県職員が市町職員を併任し，個人市町 
 村民税・県民税の徴収を共同実施 
○行服法の第三者機関事務 ～18市町・10一部事務組合の事
務を県が受託 

物品調達 （例）県の物品調達電子入札システムの共同利用 
水道事業 （例）県及び市町の水道事業の広域連携 
医療介護 （例）地域医療データ等について市町との共有 
社会資本 （例）工事積算・現場監督指導など専門業務の支援 



○ 秋田県、奈良県、鳥取県及び高知県においては、自らのノウハウやリソースを大幅に投
入して市町村の事務に広範に関与する取組を行っている。県と市町村の役割分担を前提と
した「補完」の域を超えて、都道府県と市町村の相対化・一体化を指向しているように見
られる例もある。 

秋田県、奈良県、鳥取県及び高知県における取組 
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秋田県（県と市町村の機能合体） 
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奈良県（奈良モデル） 



鳥取県（連携協約を活用した取組） 
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高知県（地域支援企画員制度） 
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